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本文化政策推進会議においては，文化振興マスタープランを策定するに当たっ

て，文化立国の実現に向けての基本的な方向性を示すとともに，当面の重点課題

について緊急提言を行うものである。 

(K I 》基本的な方向性～文化立国の実現に向けて～ 

1 教育改革プログラムと文化の振興 

一心の豊かさと心の教育ー 

今日, 日本は経済的にかつてない繁栄を手中にしている。しかし，人々は， 

経済的な豊かさの中で，人間らしく生きるために心の豊かさをも希求するよう

になり，人として生きるためのあかし，生きがいである文化の振興が大切とな

っている。人々は，生活の中で，文化を享受するとともに,文化の創造的な活

動や伝統文化の継承・発展を重視するようになっている。 

橋本内閣の 6大改革のうち，本年1月に策定された教育改革プログラムでは， 

より広い視野からの教育改革の取り組みが大切であり，美しいものに感動した、 

り伝統文化を大切にする豊かな心を酒養し，文化の香りに満ちた活力ある文化

立国を実現することが必要であるとの観点から，教育の基礎となる文化の振興

が挙げられている。 

文化は，個々人の心の豊かさや地域社会の心のつながりを取り戻し，生涯を

通じた「心の教育」において重要な役割を果たすものである。 

とりわけ，子供たちは，物質的にはかつてない豊かさを得ながら，その文化

的な環境は必ずしも豊かではなく，一人一人が孤独で自立性に欠ける傾向にあ

ると言われている。その背景には，社会の変化に伴い，地域社会と学校教育の

つながりがうすれ，また，地域社会そのものの中でも人々の連帯感が希薄化し

ていることが指摘されている。その中で，文化は，個々人や地域社会が，それ

ぞれの価値観を有しながら，互いに交流し尊重し合い，何らかの営みを共有し

協同する精神的な土壌を酒養するものである。 

2 国や社会の基盤整備としての文化 

―文化への投資は未来への先行投資― 

近年，経済や社会が大きく変容する中で，文化は，環境，福祉，地域振興な

ど社会のあらゆる側面に関連し影響を与えるものであり，国や社会の存立基盤

としての文化の役割が，特に注目されている。 

産業の空洞化や雇用の問題などへの懸念から，我が国は，新たな時代に対応

した経済構造の変革を迫られている。文化は，独創的かつ豊かな感性を育み， 

高い付加価値を生み出すとともに，新たな需要を喚起する源泉となることから， 
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文化の振興は，それ自体が固有の深い意義を有するだけでなく，経済や産業を

活性化する大きな要因でもある。 

また，最近の高度情報化の進展による新しいメディア芸術の振興は，これま

でにない新たな創造活動を生みだし，文化そのものの発展の刺激となるととも

に，経済活動と密接に結び付いており，経済・社会の発展にも資するものであ

る。特に，マルチメディアとネットワークの普及発展は，学校における情報教

育の充実と相侯って，重要な基盤のーつを形成すると思われる。 

したがって，文化への投資は未来への先行投資であり，今後，活力ある国や

社会の形成のため，その基盤整備としての文化の振興が重要な課題である。 

3 国際社会における文化の重要性 

ー顔の見える日本― 

国際社会においては，一国のアイデンティティとしての文化が大きな意味を

持っており，個性ある文化がその国の「顔」である。 「顔の見える日本」とな

るためには，背景にある考え方も含めた文化の発信・受信の双方向による国際

的な文化交流の促進が必要である。特に，伝統を生かしつつ個性ある日本文化

を育て発信していくことが重要である。さらに，文化による国際貢献が，国際

社会の一員として今日強く求められている。 

このため，文化の振興は, 各国においても国政の重要な課題と捉えられてお

り，国際的にも重要な意義を有すると考える。しかしながら，例えば，文化に

関係する国家予算も，欧米主要国と比べ，我が国は必ずしも十分とはいいがた

い状況にあり，文化の振興を図っていく必要がある。 

4 「文化振興マスタープラン」の策定 

これまで，文化政策推進会議では，平成 7年 7 月に「新しい文化立国をめざ

して（報告）」をまとめ，今世紀中に文化基盤を抜本的に整備することが緊急

の課題であると提言している。また，平成 8 年 7月に文化庁がとりまとめた 

「文化立国21プラン」においては，文化の振興は，それ自体意味があるだけ

でなく，経済を発展させる原動力ともなるとしている。 

これらの提言を踏まえ，今後， 21世紀に向けて，文化の振興によって，人

人の心の豊かさを取り戻し，子供たちの「心の教育」を豊かなものとするとと

もに，経済や社会を活性化し，国際的にも，一国のアイデンティティを保ち， 

顔の見える日本となる文化立国をめざすべきである。 

そのため， 21世紀さらにはその先をも視野に入れた政策が必要であること

から， 『文化振興マスタープラン』 を策定することを提言する。 

このプランに盛り込むべき課題としては， 「文化を享受する機会を拡大する

こと」 「文化の創造的な活動を活性化すること」 「伝統文化を継承し発展させ

ること」 「文化基盤を整備すること」 「文化による国際交流を推進すること」 

が考えられる。これらの課題に対応するため，体系的な施策を検討し，平成 9 
年度中に最終報告をまとめたいと考える。その際，国，地方公共団体，民間と

の連携・役割分担あるいは地域社会と学校の連携などといった視点を含め，検

討していきたいと考える。 



((111 》 当面の重点課題 

近年，文化庁の予算は大きく伸びてきているが，必ずしも十分とはいえず， 

上述したように，文化の振興は国政の重要な課題であることから，厳しい財政

状況ではあるが，文化庁予算全体の充実を希望する。特に，以下のような施策

等について重点的に推進していくべきであると考える。 

1 芸術の創造・普及活動の推進 

(1）教育の基礎となる文化の享受機会の充実 

心に「ゆとり」のない生活を送っている現代の子どもたちの情操を酒養し 

「心の教育」を豊かなものとする上で，芸術文化が果たす役割は極めて大き

いと考える。このため，子どもたちが芸術文化を愛好し，豊かな感性を育て

ることができるよう，地域社会において芸術文化の鑑賞機会を充実するとと

もに，学校教育の場において優れた芸術文化に触れ，参加する機会を提供す

る施策を一層充実する。 

(2) 「アーツプラン21」の充実 

創造的な芸術活動の活性化を推進し，我が国の芸術水準の向上を図るため

には，芸術家・芸術団体が創造活動に活発に取り組めるような環境を整備す

ることが必要である。このため，舞台芸術創造活動，海外発信・国際交流活

動，基盤整備事業等の総合的な支援システムである「アーツプラン21」を

充実する。 

(3）メディア芸術振興プロジェクトの推進 

マルチメディアを活用した新しい表現形式であるコンピュータ・グラフイ

ックス等のメディア芸術は，新しい芸術の創造や我が国の芸術文化全体の活

性化を促す牽引力として，その振興が緊急の課題である。このため，広く発

表の機会を提供し，顕彰する「メディア芸術祭」を実施するほか，メディア

芸術プラザの開設など，新しいメディア芸術創造活動を支援する。また，新

しいメディア芸術創造の基盤として映画芸術の振興を図る。 

2 文化財の積極的な保存と活用 

(1）文化財の保存充実強化と公開・活用の推進 

文化財は国民共通の貴重な財産であり，その保存・修理等，散逸の防止， 

史跡等の保存・整備・活用を計画的に推進するとともに，時代の変化に対応

した文化財保護措置の拡大を図る。また，国宝・重要文化財，歴史的集落・

町並みや民俗芸能・伝統工芸の公開・活用等の促進のための支援方策を整備

する。 

さらに，文化財を通じた国際交流・協力についても積極的に推進する。 

(2）文化財の保存伝承基盤の充実 

優れた文化財を後世に伝えることは，現在の我々の責務であり，重要無形

文化財・重要無形民俗文化財として早急に継承すべき分野を拡大する。また， 

質の高い「わざ」や各地で伝承されてきた民俗文化財の継承と発展のため， 

後継者の養成・確保，伝承活動の充実，文化財を支える用具等の確保を図る

ほか，国立文化財研究所の機能を充実する。さらに，若い世代の文化財を愛

する心を育てるため，文化継承活動等を推進する。 



3 ミュージアム・プランの推進 

(1）美術館・博物館の活動基盤の整備等 

ミュージアム・プランの推進により，優れた美術品等に親しむ機会の充実

や美術館・博物館の活動基盤の整備を行う。 

また，美術品等の流動性を高めることにより，その積極的な公開・活用を

促進し、パブリック・アクセスを拡大する観点から，美術品等に関し諸外国

が講じている諸施策の例も踏まえ，法的措置を含め制度の整備の検討を行う。 

(2）国立美術館・博物館等の整備・充実 

国立美術館・博物館及び文化財研究所については，我が国の美術館・博物

館や文化財研究の中心的な役割を果たすため，また，美術品や文化財を通じ

た国際交流の拠点としての機能を一層充実するため，その収蔵品の充実や施

設・設備の整備・充実等を図る。 

また，我が国舞台芸術の振興の拠点である国立劇場，新国立劇場の一層の

充実を図るとともに，新しい国立美術展示施設（ナショナル・ギャラリー（仮

称）)，九州国立博物館（仮称）や国立組踊劇場（仮称）の整備を推進する。 

4 基盤整備等 

文化基盤を整備するため，以下のような施策の充実を図る必要がある。 

(1)次代の我が国芸術界を担う若手芸術家の国内外における研修を充実すると

ともに，地域における文化活動の拠点となる文化施設の運営を支える人材を

育成するなど，人材の養成・確保を行う。 

(2）地域において歴史的な町並みや地域の伝統芸能等を活かしつつ，個性豊か

な文化活動が展開されるための文化のまちづくりの推進や，アーティスト・

イン・レジデンス（国際芸術家村構想）の推進などにより，地域文化の振興

を図る。 

(3）文化に関する情報について，国内外に幅広く提供・発信するための総合的

な情報基盤の整備を進める。 

(4）デジタル化・ネットワーク化に伴う著作物利用の多様化等に対応し，必要

な制度改善を行うとともに，円滑な権利処理を図るため，著作権権利情報を

一つの窓口で提供するシステムの実現に向けての施策を推進する。また,国

民の著作権保護意識の高揚及び国際的枠組みの構築への積極的な参画や，特

にアジア地域を中心とする途上国の著作権保護の充実への協力を推進する。 



2
 つ
口
 
4
 
5
 6
 

《皿》資料 

1 欧米 4 ケ国との文化関係予算の比較 

2 文化に関する世論調査（概要） 

3 [21世紀に向けた新しいメディア芸術の振興について」 （報告の概要） 

4 [21世紀に向けた美術館の在り方について」 （概要） 

5 「美術品等の流動性を高める方策について」 （中間報告の概要） 

6 文化政策推進会議及び文化政策小委員会名簿 



欧米 4 ケ国との文化関係予算の比較 

国 名 予 算 額 

（億円） 

比 率 

(%) 

年 度 備 	考 

日 	本 828 0. 1 	1 1 997 

イギリス 1,  460 0. 31 1 996 国民文化財省予算 

フランス 2,  5 54 0. 91 1 995 文化省予算 

ド イ ッ 894 0. 26 1 992 連邦政府の文化関係予算 

アメリカ 1 29 0. 01 1 996 米国芸術財団予算 

【文化庁調べ】 

（注） 1．比率は，国の予算全体に占める文化関係予算の割合。 

2 ．予算額は， 1ポンド = 150. 80円， 1万ン= 18. 84円， 

1マルク =81.20円， 1ドル ＝93. 40円 として換算。 

3 ．アメリカについては，民間からの寄附等を奨励するための税制 

優遇措置等が中心であり , 政府による直接補助は少ない。 



タこイヒそこB司ーずーる）1せ言命司司査三（根毛要） 

1 

2 

調査目的 

文化に関する国民の意識を調査し，今後の文化振興を図る施策の参考とする。 

調査事項： 	(1）文化に関する意識 

(2）文化振興に関する意識や要望 

(3）伝統芸能や文化財に関する意識 

3 調査時期】 平成 8年10月31日～11月10日（「文化の日」前後） 

4 調査対象： 全国15歳以上の男女 5, 000人 

有効回収数（率） 	3, 668人（73.4%) 

5 調査方法： 調査員による面接聴取 

【調査実施委託機関】社団法人 中央調査社 

6 発 平成 9年 3月 1日付けで公表 

I 前回調査： 昭和62年7月「文化に関する世論調査」 

（全国15歳以上の男女 3, 000人，有効回収数 2, 322人） 

8 主な調査結果 

（注）複数回答のものは6位以下の選択肢は省略 

(1）文化のイメージ（複数回答） 

①伝統的なお祭り・行事・芸能などのこと（41.0%) 

②歴史的遺産が保存されていること（38.0%) 

③美術・音楽などの芸術が盛んなこと（34.4%) 

④生活の中から生まれた知恵や工夫などのこと（22.4%) 

⑤新しいものが創造されていること（14.6%) 

(2）文化が大切にされているか／文化を大切にすべきか／日常生活の中で文化活 

動を行うことは大切か 

そう思う 思わない 

・大切にされているか 68. 2% 26. 6% 

・大切にすべきか 96. 7% 1. 6% 

・文化活動は大切か 92. 0% 4. 6% 

(3）文化振興は経済や社会の他の分野にも影響を与え活性化や発展にもつながる

か／文化振興は国や地方公共団体の基本的課題のーつか 



そう思う 思わない 

・影響を与えるか 79. 2% 8. 4% 
・基本的課題か 79. 4% 8. 5% 

(4）企業や個人がもっと芸術活動に援助や貢献を行う方がよいか 

〇もっと援助や貢献を行う方がよい（55. 6%) 

〇援助や貢献は行わなくてもよい（ 4.1%) 

〇どちらともいえない（32.9%) 

(5）文化振興に関する要望（複数回答） 

①文化施設を整備・充実する（45.4%) 
②指導者を養成・派遣する（31.5%) 

③学校や文化施設での鑑賞教育を充実する（31.2%) 

④文化に関する情報を提供する（30.5%) 

⑤文化活動を支援するため補助金を出したり基金をつくる（29. 7%) 
(6）地域の文化活動の活性化に関する要望（複数回答） 

①文化施設を整備・充実する（45.7%) 

②文化に関する情報を提供する（30.5%) 
③指導者を養成・派遣する（30.0%) 

④芸術文化団体・サークルの育成や援助を行う（28.9%) 
⑤文化事業，文化行事を実施する（25.0%) 

(7）日本の文化を豊かにするために必要な人や人材（複数回答） 

①今後の可能性のある若手の芸術家（40. 8%) 
②文化に高い関心をもつ国民（35.7%) 

③アマチュアの文化活動の指導者（27.1%) 
④文化に理解のある行政職員（24.4%) 

⑤文化行事などの企画運営を行う人材（20.5%) 
(8）伝統芸能の保護に関する要望（複数回答） 

①手頃な値段で鑑賞できる公演を行う（44.4%) 
②地方での公演を増やす（3.4.8%) 
③後継者を養成する（30.8%) 

④学校教育で伝統芸能のことを取り上げる（23.8%) 
⑤伝統芸能に関する情報を提供する（18.4%) 

(9）文化財が大切に保存されたりうまく活用されているか 

そう思う 思わない 

64.9% 	25.1% 

(10）文化財の保護に関する要望（複数回答） 

①文化財の公開の機会を増やす（38.0%) 
②文化財の保存や活用を積極的に進める（34.8%) 
③伝統的な技術などについて後継者の養成を行う（31.6%) 
④文化財の保護を行う団体などに対する支援・助成を行う（27.1%) 
⑤伝統的な技術などの記録・保存を行う（24.5%) 



「2 1世紀に向けた新しいメディア芸術の振興について」 

（報告の概要） 
平成 9 年 7月30日 

文化政策推進会議 

マルチメディア映像・音響芸術懇談会 

I メディア芸術の振興が必要とされる背景 

(1）新しい技術を活用した芸術創造活動の進展 
デジタル技術等の新しい技術の発達により、コンピユータ・グラフィックス、バーチ

ャル・リアリティなど、新たな芸術表現が誕生。従来できなかった新しい芸術創造活動

を可能にするこれらの一層の振興が必要。 

(2）メディア芸術に対するニーズの急増 
多メディア・多チャンネル化が急速に進む中、コンテンツとしてのニーズが大きい映

画、アニメーション、コンピュータ・グラフィックス、ゲームソフト等のメディア芸術

の充実が急務。 

(3）メディア芸術の世界への発信 
メディア芸術は、インターネット、衛星放送等を通じ、国際的にも大きな影響を与え

ており、我が国を代表する新しい文化として新しいメディア芸術の創造・発信を図るこ

とが必要。 

(4）メディア芸術の振興による文化と経済社会の発展 
メディア芸術は、総合芸術として、また、翻案されることによって我が国の芸術文化

全体を刺激し、人々の創造力や美的感性を育成。同時にこれらは、我が国経済社会の発

展に資するものであり、文化と経済社会の発展の両面からその振興を図る意義は大きい。 

II メディア芸術振興のための施策 

1 創造性豊かな人材の育成・発表の場の提供 

(1）芸術家の養成研修（芸術家在外研修等） 
先端的な創造活動を行う若手芸術家にとっては、国内外において高度で専門的な研修

を受ける機会が極めて重要。このため、文化庁芸術家在外研修、芸術インターンシップ

等の対象にメディア芸術を加え、実践的な研修機会を提供することが必要。 

(2）発表の場の提供、顕彰（メディア芸術祭） 
創造性あふれる作品に、広く発表の機会を提供し、顕彰することは、メディア芸術の

頂点を高め、すそ野を広げる。このため、新しいメディア芸術作品の発表、顕彰、鑑賞

の場となる「メディア芸術祭」 を新たに実施。 

＜メディア芸術祭の概要＞ 
デジタルアート（インタラクティブ）、デジタルアート（ノンインタラクティ 

ブ）、アニメーション、マンガの 4 部門で作品を募集し、優れた作品を顕彰、公開。 

この他メディア芸術に関するシンポジウム等を実施。 



(3）基礎的な教育の充実 

メディア芸術家の育成には、芸術表現の基礎となる知識や技能を高めるための基礎的
な教育の充実が必要。 

2 創造活動への支援 

(1）新しいメディア芸術への支援 

① 独創的な企画・構想への支援（デジタルアート創作奨励事業） 

新しいメディア芸術の水準を一層向上させていくためには、様々な冒険的、実験的な

新しい創作活動が試みられることが重要。このため、先端的、独創的な企画や構想を顕
彰し、その創作活動を奨励、支援していくことが必要。 

② 情報提供による支援（メディア芸術プラザ） 

新しいメディア芸術の創造活動をー層促進するためには、情報面での支援が重要。 

このため、ホームページ上で、優れた作品の公開、先端的な作品の発表、マルチメデ

ィアに関する講座、創作活動に役立つ優れた素材や各種の情報提供等を行うことができ
るシステムの整備が必要。 

＜メディア芸術プラザ＞ 

メディア芸術カレッジ 

（メディア芸術に関する講座） 

(2）映画芸術への支援 

映画は新しいメディア芸術作品創造の基盤としても重要。このため、①映画シナリオ

を充実するためのシナリオ・コンクールへの支援、②独立プロダクション製作の未公開

長編映画の上映支援、③国際映画祭への出品支援など、総合的な支援策の充実が必要。 

(3）創作者の権利（著作権）の保護と権利処理システムの整備 

メディア芸術の創作活動がさらに活発に展開されるよう、著作権制度の改善、著作権

の保護意識の向上、権利処理システムの整備等を推進することが必要。 

3 貴重な作品の保存と活用（アーカイブ機能の充実） 

貴重なメディア芸術作品の散逸、消失を防ぎ、体系的に保存・活用できるよう、我が

国の映画芸術振興の拠点である東京国立近代美術館フィルムセンターのナショナル．ア 
ーカイブとしての機能の拡充等が必要。 



21世紀に向けた美術館の在り方について（概要） 

21世紀に向けての美術館の在り方

に関する調査研究協力者会議 

物の豊かさよりも心の豊かさを志向する機運が高まる中， 多くの人々が文化に

対し大きな関心を寄せており， その中でも美術を鑑賞等の対象とする者の割合が

増加している。このような社会的傾向を背景として, 全国各地において多くの美

術館が建設されており1 現在では美術館の設置はかなり進んだ段階にあると言え

る 

しかしながら, 美術館運営の専門知識の不足， 予算や人材の確保における様々

な制約などにより，美術館が本来果たすべき機能を果たしていないとの指摘も少

なくない。美についての国民の感性と知的欲求を充足させる 「心のインフラスト

ラクチュア」 として， 美術館を魅力あるものにするためには， 美術館本来の役割

を再認識するとともに，運営面における充実を図る必要がある。 

I 美術館の歴史と現状 

1 美術館の歴史 

我が国においては， 明治時代， 欧化政策が進められる中で，美術館も他の諸

制度とともに欧米から輸入されたものであり, 国威発揚と国民の文化的啓蒙が

その主な目的であ・った。近年の建設ブームにより， 国公私立全体で 6 51館 

（平成 5 年度文部省 「社会教育調査」）の美術館が設置されている。 

2 我が国の美術館の現状 

我が国の美術館には, コレクションを公開する常設展示から出発したものと， 

企画展によって人々に鑑賞機会等を提供する展示施設を中心に出発したものが

あるが，展示施設としての美術館像が我が国の美術館の発展に大きな影響を残

しており， 美術館の多様な機能が一般に理解されていない場合が見受けられる。 

国民の理解と支持があって初めてその機能を十分に発揮できるのであり， 美

術館自体がその存在意義を国民に明らかにするよう努めることが求められてい

る。 

II 美術館の在り方 

1 美術館とは 

「美術館とは，研究・教育・楽しみの目的で美術作品及び関連資料を収集し， 

保存し，研究し，利用に供し， また展示を行うことを通じて，社会とその発展

に貢献する公共の非営利常設機関である。」 と言うことができる。 

2 これからの美術館像 

社会の変革が進む中，美術館は，優れた美術作品を最良の状態で可能な限り

多くの人々の鑑賞に供するという使命を再認識するとともに， 国民の多様化す

るニーズを踏まえつつ, 現代の美術を取り巻く状況の変化に対応した多彩な活

動を展開することが求められる。 

そのため, 個々の美術館の理念・目的に基づき， 調査・研究機能を基本とし

つつ， そこから得られた調査結果や研究成果をもとに美術作品等の収集・展示 

し

示 

と
展
 



保存・修復，教育・普及活動等を有機的・体系的に行うことが必要である。 

川 美術館における基本的な課題と方策 

今後，我が国の美術館の振興を図るためには，基本的な諸機能の一層の充実

が必要不可欠であり，運営に関わる財政基盤の充実及び高度の専門性を有する

人材の確保など美術館に対する重点的な社会的投資に努める必要がある。 

1 調査・研究機能の充実 

〇 学芸担当職員が長期的展望に立ち継続性を持って調査・研究活動に従事す

ることができるような環境整備を行う。 

〇 美術館と大学院等との協力による人材の養成及び共同研究を行う。 

〇 各活動に関する学芸担当職員の研究成果が正しく評価されるようなシステ

ムを構築する。 

2 収蔵品及び常設展示の充実 

〇 美術作品の購入予算の充実に努める。 

〇 寄付・寄贈等を促進する税制について検討する。 

3 保存・修復の充実 

〇 24時間空調など美術館における展示・保存環境の整備を行う。 

〇 地域における拠点的な美術館において保存専門の職員の確保・養成を図る。 

〇 保存・修復に関する中核的役割を担う機関の体制の整備について検討する。 

4 企画展の充実 

〇 海外からの美術作品を借りる場合等における国家補償制度及び団体保険制

度について検討を行う。 

〇 各館の収蔵品を活用した共同企画展，巡回展等の充実を図る。 

5 教育・普及活動の充実 

〇 講座， 講演会， ギャラリートーク等を積極的に開催する。 

〇 青少年を対象とした企画展等の企画， 教員向けの講座の開設， 学校への出 

張講座や移動教室などを積極的に開催する。 

〇 「美術の日」 や 「美術愛好週間」 等を設けることなどについて検討する。 

6 利用者に対するサービスの向上 

〇 利用者のニーズを展示等に反映するとともに， 開館時間の弾力化，柔軟な

休館日の設定, 一定地域における共通入場券の発行， 美術館情報の提供， 高

齢者・身体障害者や乳幼児同伴者等に対する配慮， 附属図書館の開放などを

行う。 

〇 ミュージアムショップやレストラン等の付属施設を充実し, 利用者にとっ

て快適な空間づく りに努める。 

7 人材の確保・養成 

〇 美術館の学芸員について，将来的にほその資格等の抜本的見直しや， 高度 

で実践的な専門的能力を有する学芸員の専門性を評価する制度の検討を行う。 

〇 新しい時代にふさわしい適性・能力・意欲等を備えた人材を美術館の館長 

として確保する。 

〇 美術館職員を対象とした国内外における研修制度の充実について検討する。 
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民間企業等との協力の促進 

〇 美術館の目的・理念に基づいて民間企業等と人的， 財政的連携を促進する。 

〇 質の高い大型の企画展の開催のため， 美術館が主体性を持って芸術文化活

動に理解の深い新聞社等の企業と連携する。 

N 今後望まれる美術館の諸活動 

情報化， 国際化等の急激な社会の変化により， 従来にはない新たなニーズが

創出され，美術館に対して新しい期待が寄せられることとなる。今後， それら

に対応した以下の諸活動等の振興を図ることが求められる。 

1 情報化の推進 

〇 美術館のホームページの開設， 所蔵作品の C D - R 0 M等の作成， バーチ

ャル・ミュージアムの設置など新たな技術を活用した活動を促進する。 

〇 収蔵品情報や事業情報等のデータベース化や共通検索システムへの参加を

奨励し，全国的な情報ネッ トワークの形成を推進する。 

美術作品の公開促進 

寄贈・寄託等に関する広報・相談業務等の機能を持つ組織の整備を図る。 

寄贈・寄託に関する税制について検討する。 

美術作品による相続税の物納制度などの弾力的運用について検討する。 

新しい視点に基づく美術作品の評価 

〇 美術館は，新しい視点に基づき従来の作品の再評価を行うとともに，新た

な取り組みを試みる新人作家の作品に対して柔軟な視点を持つ。 

〇 作品制作の場等を設けて内外の若手芸術家の活動拠点として提供する。 

4 国際的な文化発信・交流の促進 

〇 展示活動や調査・研究活動で得た国際的なネッ トワークを活用し， 我が国

の近現代美術を広く海外に紹介する。 

〇 国際共同企画展や海外の専門家の招へい， 学芸担当職員の相互研修等を積

極的に試みる。 

5 ボランティア活動等の推進 

〇 美術館活動を側面から支え協力するという基本的な理念に基づくボランテ

ィア及び友の会の組織化を促進する。 

〇 退職した大学の教員など美術に関する専門的知識を有する者の協力を求め， 

質の高いボランティア活動を展開する。 

6 美術館の相互連携の促進 

〇 美術館の相互の連携を促進し，美術館をめぐる様々な課題に対して美術館

全体で取り組むための全国的組織の基盤の充実を図る。 

〇
〇
〇
 



「美術品等の流動性を高める方策について」 （中間報告の概要） 

美術品等の流動性を高める方策

に関する調査研究協力者会議 

経 緯 

平成 8 年 7 月に文化庁が取りまとめた「 21世紀を目指した美術館・博物館の振興方策 

ーミュージアム・プランー」の推進の一環として，平成 9 年 5 月， 「美術品等の流動性を

高める方策に関する調査研究協力者会議」を設置し，その第 1部会においては美術品等に

係る保険制度について，第 2 部会においては美術品等に係る税制優遇措置について，それ

ぞれ検討を行い，現在必要と考えられる方策について中間報告をまとめた。 

なお，今後引き続き検討を進め，平成 9 年度中に，中・長期的な課題を含めた最終報告

をまとめる予定である。 

概 要 

I 「美術品等にかかる保険制度について」 

第 1章 はじめに 

美術への関心や多種多様な美術展に対するニーズは高まっているが，我が国の美術館

等は， コレクションが必ずしも十分ではなく，企画展が大きな役割を果たしている。国

際美術展は，美術館等による芸術鑑賞機会の提供と研究成果の公開として重要になって

いるが，保険料がかなりの額となるため，評価額の高い作品を借りられず，展覧会の質

が低下する場合がある。 

第 2 章 美術品等に係る保険の概要 

1 展覧会に出展される美術品等については，保険をかけることが国際的な慣行となっ

ている。 

2 保険の内容 

〇 美術品等を借りる場合，美術館等の壁から下ろし，元の位置に戻すまでの期間に

ついて，オール・リスクを担保する保険に加入することが貸し出しの条件となって

いる。 

〇 国際市場価格に基づき，所有者が決定する評価額が，保険料算定の基礎となる。 

〇 補償は，全損の場合は評価額全額，部分損又は価値低下の場合はこれに相当する 

額について行い，免責条項に記載された場合を除き，いかなるリスクによる損失も 

対象となる。 

3 問題点 

〇 美術品等は多種多様であり , 保険リスクを個別に評価するため，一般的，画一的

な条件による保険にはなじまない。 

〇 美術品等の保険は，その個別性や件数がそれ程多くないため， 「大数の法則」が

効き難く，保険料率が下がりにくい。 
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〇 美術品等は評価額が高額であり，一度事故が発生すると被害がかなりの額となる

ため，保険成績が一挙に悪化する可能性があり，保険成績が不安定となりがちであ

る。 

〇 保険について保険会社は，国際保険市場で再保険を付すことで引き受け及び経営 

の安定化を図っているため,保険の条件・料率も国際保険市場の動向に影響される。 

〇 阪神・淡路大震災以降, 日本の地震危険について再認識され，英米の保険会社な 

どから再保険料の値上げを求められる場合がある。 

第 3 章 国による補償 

1 保険の効用は危険（リスク）の平準化にあるが，国は，大きなリスクを負担でき， 

危険中立的であるため，保険を付さずに万一の場合には新しく予算措置を講じる方が

国費の支出が少なく合理的であり，一般に物保険は付さないこととされている。 

2 国による補償の必要性 

〇 国家賠償法によれば,補償について，故意，過失又は暇庇が要件となるが,美術

品等の保険は過失責任によらない。そのため，国家賠償法では全ての損害に対応し

きれないことから，結果責任主義に基づく国による補償制度の創設の検討が必要で

ある。 

〇 美術品等の貸与の場合，いかなる場合にいかなる補償が受けられるのかが事前に

明確になっている必要があると考えられる。 

〇 国が補償する根拠として，当該損失が国家行為に起因しているものであることが

重要な考慮要素となるため, 地方公共団体や公私立美術館等或いはその他民間企業

等との共催を含め，文化庁又は国立の美術館・博物館が主催する展覧会を国による

補償の対象とすべきと考える。 

〇 諸外国においては，評価額の高い展覧会について，一定額を超える範囲において

国が補償することとしており，官民の役割分担を明確にしている。 

〇 官民の役割分担を行うためには，国による補償の内容と民間保険の内容の整合性

がとれている必要がある。 

〇 国による補償制度の導入は，展覧会の質の向上のインセンティヴともなる。 

第 4章 集団保険契約の必要性 

1 海外からの借り入れに限らず，一般的に美術品等の貸借に関して，保険の個別性に

よる事務手続きの煩雑などの問題がある。 

2 これら問題の解決の一方法として，ある程度均質の美術館等を包括して優良母集団

を形成し， リスクの分散・標準化を図るとともに, 事務の簡素化を行い，保険料率の

低減や保険の長期安定化に反映させる可能性が考えられる。 

3 集団保険契約の導入の検討の際には， 自助努力や人材養成など様々な支援施策と合

わせながら，美術館等の活動の充実や水準の向上を図る必要がある。 

第 5 章 考えられる方策 

1 保険料の高騰による展覧会開催の障害の除去，国民の美術品等へのアクセスの拡大

や地域間格差の是正のために, 高額の借り入れ美術品等を含む展覧会については，諸

外国でも既に効果的に運用されている国による補償制度の導入を検討すべきである。 

また，事務手続きの簡素化や保険料の軽減を図るため， 自助努力も含めた「集団保険

契約制度」を導入することを検討すべきである。 



2 国による補償制度 

高額の借り入れ美術品等を含む展覧会に関しては，文化庁又は国立の美術館・博物

館が主催（共催を含む）する質の高い展覧会について，予算の範囲内で，過失の有無

や原因の違法適法に関わらず, 全ての損失を国が補償する「国家補償」制度の導入を

検討する必要がある。 

その際，展覧会の選定及び評価額の査定については，専門家等を構成員とする評価

委員会を設置する必要がある。 

3 集団保険契約制度 

国家補償の対象とならない展覧会について，必要な条件を満たす美術館等が自助努

力及び政策的支援により優良な母集団を形成し，包括的に保険を付する集団保険契約

を導入する。 

n 「美術品等に係る税制優遇措置について」 

第 1章 はじめに 

1 美術品等の輸入の拡大 

近年の美術への関心の高まりに加えて,バブル時期を頂点に投資の対象として海外

からの多くの美術品等が流入し，現在，名品といわれる美術品等が数多く私蔵されて

いると推定される。 

2 美術展示への関心の高まり 

美術は・大きな関心分野のーつであり，毎年多くの人々が美術館を訪れている。ま

た・近年では，美術に対するニーズはマルチメディアのコンテンツとしても大いに期

待されている。 

3 現状と問題点 

このような美術に対する社会のニーズに応えるため美術館の設置が進んだが，それ

らのコレクションは必ずしも十分でないうえ，購入費も多いとは言えない状況にある。 

また・国内の美術品等は，公開されないまま売買され散逸することが多いと指摘され

ている。 

人類の共有財産ともいうべき貴重な美術品等については,文化的な社会資本として， 

公開“活用することが重要であり, このための有効な方策のーつとして美術品等をめ

ぐる税制について検討する必要がある。 

第 2章 現行税制優遇措置の概要と問題点 

1 所得税 

(1）譲渡した場合の優遇措置 

個人が，重要文化財又はそれに準ずる美術品等を国等に譲渡した場合は，譲渡益

に対して,それぞれ非課税又は1/2課税となる。 
(2）寄付した場合の優遇措置 

個人が, 美術品等を国等に寄付した場合，譲渡所得はなかったものとみなされ， 

取得価額の金額を所得控除として所得から控除される。ただし，控除額に上限があ

り・かつ当該年度のみ控除されるので，高額な美術品等を寄付した場合は控除しき

れない場合がある。 

2 法人税 

法人が・美術品等を国等に寄付した場合，時価相当額が損金として所得金額の計算

上控除される。 
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3 相続税 

(1）寄付の場合の優遇措置 

相続財産のうち，国等に寄付した財産については，相続税は非課税とされる。 

(2）物納制度 

相続税については,金銭の納付が困難な場合で，かつ税務署長の許可を得た場合 

に例外的に相続財産をもって納付する物納制度が存在する。物納財産には優先順位 

（動産は一番低く 4番目）が設定されている。 

なお，美術品等について，物納制度が適用された実例は，物納順位が後位のため， 

把握している限り 1件となっている。 

第 3 章 基本的な考え方 

1 国による文化的社会資本整備の必要性 

美術品等は，国民共通の社会資本であり，文化財保護法により保護される以外の美

術品等についても，国が責任をもって保護し，有効活用を図り，パブリック・アクセ

スに資する必要がある。 

2 税制優遇措置による効果的な収蔵品拡大 

個人のコレクションにも国民の貴重な共有財産となる名品が多く存在し， これらの

美術品等の散逸を防ぐため，税制も活用し，寄付や物納，寄託などを促進していくこ

とが重要であり,その際， しかるべき施設（美術館等）において公開し活用していく

必要がある。 

第 4 章 当面実施するべき対応策 

1 相続税の物納制度の活用 

国民の共有財産にふさわしい名品として国が認定した美術品等で，適切に評価でき

るものについて，相続税法の規定にかかわらず，特例として金銭による納付と同格で

物納することを許可することが望ましい。また，物納を許可された美術品等は，換金

することなく管理換を行い，美術館等適切な施設に収容する必要がある。 

2 美術品等特別評価システム 

物納の特例を受ける美術品等は，研究者・学芸員等の専門家，行政担当者，税務担

当者等により構成される評価委員会における十分な審査によって特別の名品であると

されたものに限定することが望ましい。また，相続開始前においても，美術品等の価

値の評価等を事前に行い，適切なアドバイス等を行うことができるよう，仮審査制度

等の導入についても検討する必要がある。 

3 その他の組織的整備 

美術品等をめぐる諸問題に関して，文化庁において専門的知識を提供する必要があ

る。このため，組織的整備を検討するとともに，ホームページを活用した情報提供・ 

PRなどの徹底を行うことが望ましい。 

第 5 章 今後の検討課題 

個人，企業が所有する美術品等は，寄付や寄託などの形態で美術館等に収蔵され・公

開・活用されているものもあるが，社会に潜在する多くの美術品等の流動について正確

な把握は困難であるとの指摘もあり，所在情報を収集できるシステムについても検討す

ることが必要である。 

美術品等の公開・活用という観点から，寄付等を促進するため，公的支援の在り方に

ついて，今後も引き続き検討することとする。 
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